
平成２６年度当初予算 行政運営の取組 取組概要 

 

 

                   40201  自立的な県行政の運営        （総務部） 

                       40202  人材育成の推進          （総務部） 

（主担当部局：総務部） 

 

めざす姿 

地域が、自らの地域を自らの責任で創っていく自主・自立の地域経営が実現しています。また、現場を

重視し、自ら課題を発見するとともに、自らの創意工夫により仕事のやり方を転換していく意欲の高い人

材が育ち、自ら変革する組織風土が確立され、日本一、幸福が実感できる三重、働きやすい県庁となって

います。 

平成 27 年度末での到達目標 

県政運営の仕組みについては、時代の変化にさらに対応し、県民の皆さんに成果をより届けることがで

きるよう見直すことで、効果的・効率的な県政運営が行われています。また、人材育成については、「人づ

くりの改革」に取り組むことで、現場を重視し、県民の皆さんと共に「協創」の取組を進める、高い意欲

と能力を持つとともに、危機の兆候を的確に察知し効果的な対応をとることができる職員が育っています。 

 

県民指標     

目標項目 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

行財政改革取
組の達成割合 

 42％ 71％ 
 

76％ 100％ 

─ 42％    

目標項目の説明と平成 26 年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

「三重県行財政改革取組」における全ての具体的取組のうち達成した取組の割合 

26 年度目標 
値の考え方 

ロードマップ（工程表）に基づき、平成 27 年度に全ての具体的取組が達成できるよう目標値
を設定しました。 

 

活動指標      

基本事業 目標項目 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

40201 自立的な

県行政の運営

（総務部） 

事務改善取組の
実践（「率先実行
大賞」への応募） 

 55.0％ 60.0% 
 

65.0% 70.0% 

41.4％ 57.0％    

40202 人材育成
の推進（総務部） 

人材育成に関す
る達成度 

 78.9％ 79.3％ 
 

79.7% 80.0% 

77.7％ 77.9％    

 

 

 

 

   

       

     

行政運営２ 行財政改革の推進によ

る県行政の自立運営 



進捗状況（現状と課題） 

・「三重県行財政改革取組」の具体的取組は、関係部局副部長ヒアリング等で進行管理を行っており、４月

～９月の上半期実績は、概ね計画どおり進捗しています。今後も着実な推進を図る必要があります。 

・「みえ成果向上サイクル（スマートサイクル）」の本格的な運用を開始しましたが、今後、各部局におけ

る運用状況等を踏まえ、効果的な運用に向けて検証していく必要があります。 

・「事業改善に向けた有識者懇話会（ブラッシュアップ懇話会）」を実施し、施策の進展度がＣとなった８

施策を構成する事務事業について、外部有識者から事業のあり方や今後の事業の方向性についてご意見

をいただきました。とりまとめた意見を今後の事業の見直しを検討する際の参考として活用していきま

す。 

・平成25年４月に地域における防災危機管理機能の強化を始めとした地域機関の見直しや児童虐待の防止

などを中心に体制整備を行いました。また、フラット制による組織運営の見直しについても実施しまし

た。引き続き、見直し内容に沿った適切な運営を進めるとともに、行政ニーズに対応した組織体制とし

ていく必要があります。 

・「三重県外郭団体等改革方針」に基づき、個別団体の見直し及び県関与の見直しについて、所管部局によ

る団体等との調整を実施しました。団体のあり方見直しなどの取組が着実に推進できるよう団体等と十

分な調整を図っていく必要があります。また、団体経営評価については新たな評価様式等を策定しまし

た。団体から提出された自己評価は、所管部局による審査及び評価を実施し、結果を議会へ報告し、県

民に公表しました。 

・包括外部監査人と契約を締結し「防災・減災等事業に関する事務の執行について」をテーマに外部監査

が進められており、１月中を目途に監査結果報告書が外部監査人から提出される予定です。今後は監査

結果に基づき、関係部局において改善を進めていく必要があります。 

・港湾改修工事に係る不適正事務の発生後、職員のコンプライアンス及び危機管理の意識向上に取り組ん

できましたが、平成25年度に入っても不適切な事務処理等が続いており、県行政に対する信頼が揺らぐ

厳しい状況となっています。今年度新たに設置したコンプライアンス推進チームを中心に、コンプライ

アンスを常に意識した業務推進を組織文化、風土としていくことを目指す「コンプライアンスの日常化」

に向け、全所属でのコンプライアンス・ミーティングの実施、職員クレドカードの作成・活用、コンプ

ライアンス研修の拡充など、コンプライアンスの意識を高めるための取組を実施しています。また、職

員の法令習熟度の向上を図るため、施策や業務等における法的妥当性について、事前に法的観点から検

証を行う仕組み（リーガル・サポート）をスタートさせました。今後は、「三重県職員コンプライアンス

指針（仮称）」を策定、活用することで、各所属や職員一人ひとりのコンプライアンス意識の向上に努め

る必要があります。 

・各階層別研修、危機管理リーダー研修、危機管理推進者等研修を実施し、職員の危機管理意識の徹底を

図るとともに、危機への的確な対応ができる人材の育成に取り組みました。また、他の所属で発生した

危機事例を全庁的に情報共有し、危機発生の未然防止を図りました。不適切な事務処理等が続いている

ことを踏まえ、引き続き、職員が日常業務の中で気づいたリスクやヒヤリハットを、危機に発展させな

いための未然防止策について話し合う「危機管理意識向上研修」を各所属で実施するなど、職員の「気

づき」を促し、危機意識の向上を図る必要があります。 

・「職員の自主性に任せた人材育成」から「組織が積極的に関与する人材育成」への転換を図るため、ＯＪ

Ｔリーダーを設置し、同リーダーや新任所属長など職場での役割に着目した研修の実施、新規採用職員

トレーナーの複数体制化等を実施しています。これらの取組などにより、組織全体でより積極的に職員

に働きかける「みんなで行う人づくり」の定着を図ることが必要です。 

・管理職員にかかる勤務評価制度を適切に運用しています。また、現在試行中である「県職員育成支援の

ための評価制度」の定着と施行を図り、能力や実績に基づく任用と処遇に取り組む必要があります。 

 



・年度の早い時期に健康診断を実施することができたため、健診結果をもとにハイリスク者への個別面接

指導を10月下旬から実施しています。なお、個別面接を実施しても改善されないケースもあることから、

継続して状況を確認し指導していく必要があります。メンタルヘルス対策については、復職者の再発防

止を目指して、今年度から新しく臨床心理士による認知行動療法を実施し、10月末現在では13名（延べ

55名）がカウンセリングを受けています。 

 

平成 26 年度の取組方向 

 

 

・引き続き、「三重県行財政改革推進本部」を中心として、ロードマップ（工程表）に基づき「三重県行財

政改革取組」の推進に全庁挙げて取り組みます。 

・「みえ成果向上サイクル（スマートサイクル）」は、本年度の運用に関する検証を踏まえ、より効率的か

つ効果的なものになるよう、必要に応じて見直しを図ります。 

・改善（Ａｃｔ）機能の強化を図り、施策の目標達成に資するため、県による自己評価に加え、外部有識

者からの意見を参考に、事業の見直しを促進します。 

・「みえ県民力ビジョン」の推進や社会情勢の変化などに的確に対応するために必要となる組織体制を整備

します。 

・「三重県外郭団体等改革方針」に基づき、引き続き、団体及び出資者と十分な調整を図りながら、見直し

を実施するとともに、その進捗管理を行います。 

・包括外部監査人と契約を締結し、外部監査を実施するとともに、平成25年度の包括外部監査の結果につ

いて、関係各部と連携を取りながら、指摘事項が行政運営に適切に反映されるよう取り組みます。 

・「三重県職員コンプライアンス指針（仮称）」を活用した「コンプライアンスの日常化」に取り組むとと

もに、法曹有資格者によるコンプライアンス研修等により、職員のコンプライアンスの意識向上に引き

続き取り組みます。さらに、施策や業務の妥当性について事前に法的観点から検証を行う仕組み（リー

ガル・サポート）を活用し、法令習熟度の向上に取り組みます。 

・「三重県職員人づくり基本方針」により、高い意欲と能力を持った人材の育成にかかる取組を継続します。 

・職員の意欲・能力の向上と組織力の向上を目指し、「県職員育成支援のための評価制度」の定着と施行に

取り組みます。 

・健康診断結果において、異常が見られる職員の割合は、年齢が上がるにしたがって高くなる傾向である

ことから、職員が自らの健康に関心を持ち、健康管理を行っていくことの大切さを自覚させるような取

組を実施します。さらにハイリスク者に対しては、個別面接を実施するとともに、その後のフォローア

ップを強化していきます。 

 

 

・引き続き、職員の危機意識及び危機対応力向上のためのより実践的な研修・訓練が実施されるよう、取

り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務部 

防災対策部 



 

主な事業 

 

 

●行政改革推進事業【基本事業名：40201 自立的な県行政の運営】 

   予算額：(25) ２，９７３千円 → (26) ４，７１９千円 

   事業概要： 「三重県行財政改革取組」における各取組の推進及び適切な進行管理を行うとともに、「み

え成果向上サイクル（スマートサイクル）」による政策推進の仕組みの運用や、職員の提案・

表彰制度等職員の意欲向上に向けた組織風土づくりなどに具体的に取り組みます。 

  

●政策評価等推進事業【基本事業名：40201  自立的な県行政の運営】 

   予算額：(25)  ２，９５７千円 → (26) ２，４７６千円 

事業概要： 施策や事業展開の評価を的確に行い、評価結果等を「成果レポート」として取りまとめ

て公表することにより、県民の皆さんとの情報共有を図ります。また、事業の見直しを行

い、施策の目標達成に資するため、外部有識者の意見を聴き取り、次の事業展開の参考と

します。 

 

●法務事務費【基本事業名：40201  自立的な県行政の運営】 

   予算額：(25) ５，７９６千円 → (26)６，０４１千円 

事業概要： 職員の法務事務や訴訟事務に対する理解を深めるとともに、施策や業務の妥当性につい

て、事前に法的観点から検証を行う仕組み（リーガル・サポート）を活用し、法令の習熟

度の向上に取り組みます。 

 

●人事管理事務費【基本事業名：40202  人材育成の推進】 

   予算額：(25) ３９，７８５千円 → (26) ４１，１９５千円 

   事業概要： 「三重県職員人づくり基本方針」に基づき、現場を重視し、県民の皆さんとともに、「協

創」の取組を進めることができる、高い意欲と能力を持った人づくりに取り組みます。 

  

●職員健康管理運営費【基本事業名：40202  人材育成の推進】 

   予算額：(25) ６８，９４４千円 → (26) ７０，２４１千円 

   事業概要： 各種の健康管理事業、健康診断事業、総合的なメンタルヘルス対策事業を実施し、職員

自らが心と体の健康づくりに取り組めるよう支援します。 

 

●総務事務費【基本事業名：40201  自立的な県行政の運営】 

   予算額：(25) １８５，０３７千円 → (26) ４０３，１９５千円 

事業概要： 総務事務システムの機器等のリース契約期間が満了することから、機器等を更新し、引

き続き職員の給与や旅費等の総務事務について、集中処理を行うことにより、事務処理の

効率化と職員の利便性の向上を図ります。 

 

 

 

 

総務部 



 

 

●危機管理推進事業【基本事業名：40201 自立的な県行政の運営】  

   予算額：(25)  ３，００５千円 → (26) ２，０５４千円 

   事業概要： 危機発生時に迅速・的確な対応ができるよう、職務に応じた職員研修や危機管理リーダ

ー研修などを行います。 

 

 

防災対策部 

県土整備部 


